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報告第１号 

   専決処分の承認について（令和２年度大和市一般会計補正予算（第１０号）） 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別記のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

  令和３年２月２５日提出 

大和市長 大 木  哲   
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専  決  処  分  書 

 次に掲げる予算について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の

規定により、議会の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間

的余裕がないことが明らかであると認め、次のとおり専決処分する。 

令和２年度大和市一般会計補正予算（第１０号）（別紙） 

 

 

理由 

新型コロナウイルスワクチンの接種を速やかに実施するため、予算を早急に補正する

必要による。 

  令和３年１月１５日 

                          大和市長 大 木  哲   
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議案第１号 

   大和市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例につ 

いて 

 大和市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

令和３年２月２５日提出 

大和市長 大 木  哲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 この条例を提出したのは、診療手当の改正等を行いたい必要による。 
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   大和市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

大和市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３６年大和市条例第１７号）の

一部を次のように改正する。 

第９条第３項中「１０，０００，０００円」を「１３，０００，０００円」に改める。 

附則第３項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則

第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症」を「病原体がベータコロナウイ

ルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、

人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症」に改め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の改正規定及び附

則第３項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第９条第３項の規定は、令和３年５月以後に支給する診療手当について適

用し、同月前に支給する診療手当については、なお従前の例による。 

（大和市国民健康保険条例の一部改正） 

３ 大和市国民健康保険条例（昭和３４年大和市条例第６号）の一部を次のように改正す

る。 

 附則第６項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附

則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症」を「新型コロナウイルス感

染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民

共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告された

ものに限る。）である感染症をいう。）」に改める。 
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議案第２号 

   大和市手数料条例の一部を改正する条例について 

 大和市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和３年２月２５日提出 

                          大和市長 大 木  哲   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

 この条例を提出したのは、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を

改正する法律（令和元年法律第４号）が公布されたことに伴い、建築物エネルギー消費性

能確保計画の適合性判定手数料等の改定等を行いたい必要による。 
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大和市手数料条例の一部を改正する条例 

大和市手数料条例（昭和２６年大和町条例第９号）の一部を次のように改正する。 

別表都市の低炭素化の促進に関する法律関係の表第１号(1)ウ(ｲ)中ｆをｇとし、ｃか

らｅまでをｄからｆまでとし、同(ｲ)ｂ中「３００平方メートル」を「１，０００平方メ

ートル」に改め、同(ｲ)中ｂをｃとし、ａの次に次のように加える。 

ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内の建築

物 １４０，０００円 

 別表都市の低炭素化の促進に関する法律関係の表第１号(1)ウ(ｳ)中ｆをｇとし、ｃか

らｅまでをｄからｆまでとし、同(ｳ)ｂ中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同(ｳ)中ｂをｃとし、ａの次に次のように加える。 

  ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内の建築

物 ３００，０００円 

 別表都市の低炭素化の促進に関する法律関係の表第１号(2)ウ(ｲ)中ｆをｇとし、ｃか

らｅまでをｄからｆまでとし、同(ｲ)ｂ中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同(ｲ)中ｂをｃとし、ａの次に次のように加える。 

  ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内の建築

物 １７，０００円 

 別表都市の低炭素化の促進に関する法律関係の表第１号(2)ウ(ｳ)中ｆをｇとし、ｃか

らｅまでをｄからｆまでとし、同(ｳ)ｂ中「３００平方メートル」を「１，０００

平方メートル」に改め、同(ｳ)中ｂをｃとし、ａの次に次のように加える。 

  ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内の建築

物 １７，０００円 

 別表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係の表第１号(1)中「・」を「、」

に、「第１条第１号ロ」を「第１条第１項第１号ロ」に改め、同(1)ア中「それぞれ」を

「、それぞれ」に、「金額」を「額」に改め、(ｴ)を(ｶ)とし、(ｱ)から(ｳ)までを(ｳ)から(ｵ)

までとし、同アに(ｱ)及び(ｲ)として次のように加える。 

 (ｱ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満の建築物  

  １１０，０００円 

 (ｲ) 床面積の合計が１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の建築

物 １５０，０００円 
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 別表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係の表第１号(1)イ中「それぞ

れ」を「、それぞれ」に、「金額」を「額」に改め、同イ中(ｴ)を(ｶ)とし、(ｱ)から(ｳ)ま

でを(ｳ)から(ｵ)までとし、同イに(ｱ)及び(ｲ)として次のように加える。 

 (ｱ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満の工場等  

  ２６，０００円 

 (ｲ) 床面積の合計が１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の工場

等 ３８，０００円 

 別表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係の表第１号(2)ア中「それぞ

れ」を「、それぞれ」に、「金額」を「額」に改め、同ア中(ｴ)を(ｶ)とし、(ｱ)から(ｳ)ま

でを(ｳ)から(ｵ)までとし、同アに(ｱ)及び(ｲ)として次のように加える。 

 (ｱ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満の建築物 

  ２９０，０００円 

 (ｲ) 床面積の合計が１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の建築

物 ３７０，０００円 

 別表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係の表第１号(2)イ中「それぞ

れ」を「、それぞれ」に、「金額」を「額」に改め、同イ中(ｴ)を(ｶ)とし、(ｱ)から(ｳ)ま

でを(ｳ)から(ｵ)までとし、同イに(ｱ)及び(ｲ)として次のように加える。 

 (ｱ) 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満の工場等 

  ３１，０００円 

 (ｲ) 床面積の合計が１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の工場

等 ４３，０００円 

別表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係の表第３号(1)中「それぞれ」

を「、それぞれ」に改め、同(1)中オをカとし、イからエまでをウからオまでとし、同(1)

ア中「３００平方メートル」を「１，０００平方メートル」に改め、同アを同(1)イとし、

同(1)にアとして次のように加える。 

ア 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満の建築物 

２６，０００円 

別表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係の表第５号中「第２９条第

１項」を「第３４条第１項」に改め、同号(1)ア及びイ（(ｲ)及び(ｳ)を除く。）中「応じ、」

の次に「それぞれ」を加え、同イ(ｲ)及び(ｳ)を次のように改める。 
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(ｲ) 非住宅部分（基準省令第１０条第１号イ(2)及びロ(2)（非住宅部分の全部を工場

等の用途に供する場合及び基準省令附則第３条第２項に該当する場合にあっては、

同号ロ(2)）の評価方法により申請された建築物に係るものに限る。） 次に掲げる

非住宅部分の床面積の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 床面積の合計が３００平方メートル未満の建築物 ８７，０００円 

ｂ 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満の建築

物 １１０，０００円 

ｃ 床面積の合計が１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の建築 

物 １５０，０００円 

ｄ 床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満の建築 

物 ２４０，０００円 

ｅ 床面積の合計が５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満の建

築物 ３１０，０００円 

ｆ 床面積の合計が１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満の

建築物 ３７０，０００円 

ｇ 床面積の合計が２５，０００平方メートル以上の建築物 ４４０，０００円 

 (ｳ) 非住宅部分（(ｲ)に該当するものを除く。） 次に掲げる非住宅部分の床面積の区

分に応じ、それぞれ次に定める額 

  ａ 床面積の合計が３００平方メートル未満の建築物 ２３０，０００円 

  ｂ 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満の建築

物 ２９０，０００円 

  ｃ 床面積の合計が１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の建築   

物 ３７０，０００円 

  ｄ 床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満の建築

物 ５３０，０００円 

  ｅ 床面積の合計が５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満の建

築物 ６５０，０００円 

  ｆ 床面積の合計が１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満の

建築物 ７７０，０００円 

  ｇ 床面積の合計が２５，０００平方メートル以上の建築物 ８７０，０００円 
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別表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係の表第５号(1)ウ中「第２９

条第３項」を「第３４条第３項」に改め、「応じ、」の次に「それぞれ」を加え、同ウ

(ｳ)中「第３０条第１項第４号」を「第３５条第１項第４号」に、「登録住宅性能評価機

関若しくは登録建築物エネルギー消費性能判定機関（以下「登録住宅性能評価機関等」と

いう。）」を「登録住宅性能評価機関等」に改め、同号(2)中「第３０条第１項第１号」を

「第３５条第１項第１号」に改め、同(2)イ中「応じ、」の次に「それぞれ」を加え、同

イ(ｲ)中ｆをｇとし、ｃからｅまでをｄからｆまでとし、同(ｲ)ｂ中「３００平方メート

ル」を「１，０００平方メートル」に改め、同(ｲ)中ｂをｃとし、ａの次に次のように加

える。 

  ｂ 床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満の建築

物 １６，０００円 

別表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係の表第５号(2)ウ中「応じ、」

の次に「それぞれ」を加え、同ウ(ｳ)中「第３０条第１項第４号」を「第３５条第１項第

４号」に改め、同表第６号中「第２９条第１項」を「第３４条第１項」に、「第３０条第

２項」を「第３５条第２項」に改め、同表第７号中「第３１条第１項」を「第３６条第１

項」に改め、同号ウ中「応じ、」の次に「それぞれ」を加え、同表第８号中「第３１条第

１項」を「第３６条第１項」に、「第３０条第２項」を「第３５条第２項」に、「第３１条

第２項」を「第３６条第２項」に改め、同表第９号中「第３６条第１項」を「第４１条第１

項」に改め、同号(1)ウ中「応じ、」の次に「それぞれ」を加え、同ウ(ｳ)中「第１条第１

項第１号イ又は同項第３号ロに適合するものとして」を「第１条第１項第１号ロの評価方

法により」に改め、同号(2)中「第３０条第１項」を「第３５条第１項」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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議案第３号 

   大和市柳橋ふれあいプラザ条例及び大和市都市公園条例の一部を改正する条 

   例について 

 大和市柳橋ふれあいプラザ条例及び大和市都市公園条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。 

令和３年２月２５日提出 

大和市長 大 木  哲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 この条例を提出したのは、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和３年度にお

ける大和市柳橋ふれあいプラザ浴室及び引地台温水プールの供用を停止したい必要によ

る。 
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   大和市柳橋ふれあいプラザ条例及び大和市都市公園条例の一部を改正する条 

   例 

 （大和市柳橋ふれあいプラザ条例の一部改正） 

第１条 大和市柳橋ふれあいプラザ条例（平成５年大和市条例第３２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次の１項

を加える。 

（令和３年度における浴室の供用停止） 

２ 第１６条第１項の規定にかかわらず、令和３年４月１日から令和４年３月３１日

までの間、浴室の供用を停止する。 

（大和市都市公園条例の一部改正） 

第２条 大和市都市公園条例（昭和４５年大和市条例第２４号）の一部を次のように改正

する。 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次の１項

を加える。 

（令和３年度における引地台温水プールの供用停止） 

２ 第３８条第１項の規定にかかわらず、令和３年４月１日から令和４年３月３１日

までの間、引地台温水プールの供用を停止する。 

附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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議案第４号 

   大和市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 大和市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和３年２月２５日提出 

大和市長 大 木  哲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 この条例を提出したのは、保険料率の改定等を行いたい必要による。 
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   大和市介護保険条例の一部を改正する条例 

大和市介護保険条例（平成１２年大和市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項中「平成３０年度から令和２年度」を「令和３年度から令和５年度」に改

め、同項第１号を次のように改める。 

(1) 令第３９条第１項第１号イ又はロに掲げる者 ３５，００９円 

第６条第１項第２号中「３４，１９２円」を「３５，００９円」に改め、同項第３号中

「４７，８６９円」を「４９，０１３円」に改め、同項第４号中「５１，２８８円」を

「５２，５１４円」に改め、同項第５号中「６１，５４６円」を「６３，０１７円」に改

め、同項第６号中「６８，３８５円」を「７０，０１９円」に改め、同項第７号中

「７８，６４２円」を「７７，０２０円」に改め、同号ア中「いう。ただし」を「いい」に

改め、「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１項」を加え、「第３８条第４項」

を「第２２条の２第２項」に改め、「得た額」の次に「とし、当該合計所得金額が零を下回

る場合には、零」を加え、同項第８号中「８５，４８１円」を「８４，０２２円」に改め、

同項第９号中「１０２，５７７円」を「１０５，０２８円」に改め、同項第１０号中

「１０９，４１６円」を「１１５，５３１円」に改め、同項第１１号中「１１６，２５４

円」を「１２２，５３３円」に改め、同項第１２号中「１３３，３５０円」を

「１４３，５３８円」に改め、同項第１３号中「１４０，１８９円」を「１５４，０４１

円」に改め、同項第１４号中「１４７，０２７円」を「１６４，５４４円」に改め、同項第

１５号中「１５７，２８５円」を「１７８，５４８円」に改め、同項第１６号中

「１７０，９６２円」を「２１０，０５７円」に改め、同条第２項中「平成３０年度にお

ける保険料率は３０，７７３円とし、令和元年度における保険料率は２５，６４４円とし、

令和２年度における保険料率は２０，５１５円」を「令和３年度から令和５年度までの各

年度における保険料率は、２１，００６円」に改め、同条第３項中「令和元年度における

保険料率は３９，３２１円とし、令和２年度における保険料率は３０，７７３円」を「令

和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率は、３１，５０９円」に改め、同

条第４項中「令和元年度における保険料率は４９，５７９円とし、令和２年度における保

険料率は４７，８６９円」を「令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率

は、４９，０１４円」に改める。 

第７条第３項中「すべて」を「全て」に改める。 

第１１条第２項第１号及び第１２条第２項第１号中「被保険者及びその者の」を「第１
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号被保険者及びその」に改める。 

附則に次の見出し及び３項を加える。 

 （令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特例） 

６ 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和４０年法律第３３号）

第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第３項に規定する公的年金等に

係る所得が含まれている者の令和３年度における保険料率の算定についての第６条第

１項（第７号ア、第８号ア、第９号ア、第１０号ア、第１１号ア、第１２号ア、第１３

号ア、第１４号ア及び第１５号アに係る部分に限る。）の規定の適用については、同項

第７号ア中「合計所得金額をいい」とあるのは、「合計所得金額をいい、所得税法（昭

和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得及び同法第３５条第３項に

規定する公的年金等に係る所得の合計額については、同法第２８条第２項の規定によっ

て計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定によって計算した金額の合計額

から１００，０００円を控除して得た額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）

によるものとし」とする。 

７ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算定について準用する。この場合にお

いて、同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」と読み替えるものとする。 

８ 附則第６項の規定は、令和５年度における保険料率の算定について準用する。この場

合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４年」と読み替えるものとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第６条の規定は、令和３年度分以後の保険料について適用

し、令和２年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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議案第５号 

大和市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例 

等の一部を改正する条例について 

 大和市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例等の一部

を改正する条例を次のように定める。 

令和３年２月２５日提出 

大和市長 大 木  哲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 この条例を提出したのは、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第９号）が公布されたことに伴い、所

要の改正を行いたい必要による。 
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大和市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例 

等の一部を改正する条例 

 （大和市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正） 

第１条 大和市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例

（平成３０年大和市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第３項中「指定居宅介護支援事業者等」を「指定居宅介護支援等の事業者（指

定居宅介護支援事業者及び基準該当居宅介護支援の事業者をいう。以下同じ。）」に改

め、同条第４項中「指定居宅介護支援事業者等」を「指定居宅介護支援等の事業者」に

改め、同条に次の２項を加える。 

５ 指定居宅介護支援等の事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要

な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じな

ければならない。 

６ 指定居宅介護支援等の事業者は、指定居宅介護支援等を提供するに当たっては、法

第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、

適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

（大和市指定介護予防支援等の事業の人員、運営等に関する基準を定める条例の一部

改正） 

第２条 大和市指定介護予防支援等の事業の人員、運営等に関する基準を定める条例（平

成２６年大和市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３項中「指定介護予防支援事業者等」を「指定介護予防支援等の事業者（指

定介護予防支援事業者及び基準該当介護予防支援の事業者をいう。以下同じ。）」に改

め、同条第４項中「指定介護予防支援事業者等」を「指定介護予防支援等の事業者」に

改め、同条に次の２項を加える。 

５ 指定介護予防支援等の事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要

な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じな

ければならない。 

６ 指定介護予防支援等の事業者は、指定介護予防支援等を提供するに当たっては、法

第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、

適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 
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 （大和市指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備、運営等に関する基準を定める条例の一部改正） 

第３条 大和市指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の

人員、設備、運営等に関する基準を定める条例（平成２４年大和市条例第２６号）の一

部を次のように改正する。 

第１条中「指定地域密着型介護予防サービス」の次に「（以下「指定地域密着型サー

ビス等」という。）」を加える。 

第３条第２項中「及び指定地域密着型介護予防サービス」を「等」に改め、同条に次

の２項を加える。 

３ 指定地域密着型サービス事業者等は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講

じなければならない。 

４ 指定地域密着型サービス事業者等は、指定地域密着型サービス等を提供するに当

たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情

報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第２０条中「及び指定地域密着型介護予防サービス」を「等」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、第１条の規定による改正後

の大和市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例第３条

第５項、第２条の規定による改正後の大和市指定介護予防支援等の事業の人員、運営

等に関する基準を定める条例第３条第５項及び第３条の規定による改正後の大和市指

定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備、運

営等に関する基準を定める条例第３条第３項の規定の適用については、これらの規定

中「講じなければ」とあるのは「講じるように努めなければ」とする。 
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議案第６号 

権利の放棄について 

本市は、次のとおり権利を放棄する。 

１ 権利の内容  市営住宅の家賃に係る債権 

２ 債 権 金 額  １，００７，３００円 

３ 債 務 者  市内在住者 

４ 放棄の理由   

  平成１８年１月３１日に破産法（平成１６年法律第７５号）第２５２条第１項の規

定による免責許可の決定がなされた当該債権の回収が不可能となったため。 

令和３年２月２５日提出 

大和市長 大 木  哲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 市営住宅の家賃に係る債権を放棄したい必要による。 
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